
相模原市社会福祉功労者表彰要綱 

(趣旨) 

第１条 この要綱は、相模原市表彰状等贈呈規程(昭和５６年相模原市訓令第３号。

以下「規程」という。)第１１条の規定に基づき、表彰の方法その他必要な事項

を定めるものとする。 

(表彰の方法) 

第２条 社会福祉の増進に功労のあったものに対する表彰(以下「社会福祉功労者

表彰」という。)は、表彰状を贈呈することにより行うものとする。この場合に

おいて、記念品を添えて贈ることができる。 

(表彰対象者) 

第３条 この要綱による表彰の対象者(以下「社会福祉功労者」という。)は、次の

各号のいずれかに該当する個人若しくは団体とする。 

（１）心身の障害によるハンディキャップを克服し、他の模範と認められるもの 

（２）多年にわたり多額の寄附を次に掲げる基金に行ったもの又は社会福祉の用に

供するため、これに相当する物品の寄贈を相模原市に行ったもの 

ア 相模原市社会福祉基金(相模原市社会福祉基金条例(昭和５４年相模原市条

例第８号)に基づき設置された基金をいう。) 

イ 相模原市子ども・若者未来基金(相模原市子ども・若者未来基金条例(平成

２９年相模原市条例第４９条)に基づき設置された基金をいう。) 

（３）多年にわたりボランティア活動を行ったもの 

（４）多年にわたり民生委員及び児童委員として従事した者 

（５）多年にわたり里親として活動を行ったもの 

（６）多年にわたり社会福祉法人の役員及び社会福祉施設の長として従事した者 

（７）多年にわたり社会福祉施設に勤務した者 

（８）多年にわたり社会福祉関係団体の運営に従事した者 

（９）多年にわたり社会福祉活動を積極的に実践している社会福祉関係団体 

（１０）高齢者及び障害者を積極的に雇用している事業所等 

（１１）前各号に掲げるもののほか、市長が特に認めるもの 

(適用除外) 

第４条 前条の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する個人又は団体は、

この要綱の規定による表彰は、行わないものとする。ただし、市長が特に認めた

場合は、この限りでない。 

（１）既にこの要綱又は他の規程等に基づき、今回該当することとなる前条に規定

する要件と同一の理由により表彰を受けたもの 



（２）既に相模原市表彰条例(昭和３５年条例第１８号)に基づき、今回該当するこ

ととなる前条に規定する要件と同一の理由により表彰を受けたもの 

（３）既に国又は県の表彰制度に基づき、今回該当することとなる前条に規定する

要件と同一の理由により表彰を受けたもの 

(内申書の作成及び提出時期等) 

第５条 第３条に規定する要件に該当するものがあった場合は、関係課の長等(以

下「課長等」という。)又は関係団体の長は、内申書(第１号様式)を作成し、毎

年６月１５日までに、市長に提出しなければならない。ただし、市長が特に必要

と認めた場合は、その期日を変更することができる。 

２ 前項の規定により関係団体の長が内申書を提出する場合は、関係課を経由して

行うものとし、経由を受けた課長等は、原則として、これに意見を付するものと

する。 

３ 第１項の規定により内申書を提出した者は、その内申事項に変更が生じた場合

は、速やかにその旨を市長に報告しなければならない。 

(被表彰者の決定) 

第６条 市長は、前条第１項の内申書の提出があった場合は、相模原市社会福祉功

労者表彰審査委員会において選考し、被表彰者を決定する。 

２ 市長は、前項の被表彰者決定後から次条に定める表彰の日までの間に、本人の

責に帰すべき行為により著しく名誉が失墜したと認める場合は、前項の決定を取

り消すことができる。 

(表彰の時期) 

第７条 表彰の時期は、毎年６月１日現在の調査により、福祉月間内の市長が定め

る日に行う。ただし、市長が特に必要と認める場合は、この限りでない。 

(被表彰者名簿への登載) 

第８条 表彰を行った場合は、被表彰者の氏名、業績等を社会福祉功労者被表彰者

名簿(第２号様式)に登載するものとする。 

(委任) 

第９条 この要綱に定めるほか必要な事項は、別に定める。 

附 則 

１ この要綱は、平成１５年４月１日から施行する。 

２ 相模原市社会福祉功労者等表彰要綱(昭和５７年６月１日施行)は、廃止する。 

附 則 

 この要綱は、平成２０年９月１日から施行する。 

附 則 



 この要綱は、平成２１年１月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成２４年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成２５年１２月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成２７年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成２９年２月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成３０年５月１日から施行する。 


